
解説：能登半島地震
大正大学地域構想研究所 加藤照之

2025年3月2日辻堂地区防災講演会＠辻堂市民センター

大正大学の下記の講演資料に基づく解説：
2024年2月28日 地域構想研究所定例発表会
加藤照之：「令和6年能登半島地震」について
佐藤和彦：令和６年能登半島地震～石川県の被災者生活再建支援

の取組について～
2024年10月10日 2024自治体防災・減災ワークショップ（第一回）

岡山朋子：あなたは大丈夫？災害時のトイレ〜能登半島地震事例
を中心に〜

宮津裕次，他「令和6年能登半島地震の被災地での木造住宅を中心とした建物被害調査速報」より
（https://saigai.aij.or.jp/saigai_info/20240101_noto/20240101_noto_miyazu_et_al_0120.pdf）



「令和６年能登半島地震」について
発震時 2024年1月1日16時10分

（同日16時06分に前震）

マグニ
チュード

7.6

発生場所 石川県能登地方（輪島の東北東30㎞付
近；深さ16㎞）

発震機構 北西－南東方向に圧力軸を持つ逆断層型

震度 【最大震度7】石川県志賀町，輪島市

正断層 逆断層

断層のタイプ

（気象庁資料）

推計震度分布

珠洲市

能登町輪島市

穴水町

志賀町 七尾市

中能登町

羽咋市

氷見市

宝達志水町

高岡市
射水市

小矢部市

かほく市

津幡町
内灘町



被害の概要・特徴

• 津波，地殻変動，地すべり・崖崩れ，液状化，側方流動，等の
様々な現象に伴う被害

• 死者515名（直接死228名，災害関連死287名[2025年1月28日現在；消防庁調べ]）等
の大きな災害．特に家屋の倒壊による死者数が多い

• 輪島市朝市の大規模火災の発生

• 半島という地形による道路損壊の影響が大きく，支援の遅延が
発生．

• ボランティアの機能が十分に発揮されなかった

• 避難所の環境が劣悪で，多くの災害関連死．特に災害弱者に対
する1.5次避難の実施



（山﨑新太郎，石川県内灘町周辺の液状化現象と地すべりについて，2024年1月12日公表資料）



（山﨑新太郎，石川県内灘町周辺の液状化現象と地すべりについて，2024年1月12日公表資料）



（山﨑新太郎，石川県内灘町周辺の液状化現象と地すべりについて，2024年1月12日公表資料）



（山﨑新太郎，石川県内灘町周辺の液状化現象と地すべりについて，2024年1月12日公表資料）



（山﨑新太郎，石川県内灘町周辺の液状化現象と地すべりについて，2024年1月12日公表資料）



（直接死による）死因別・年代別死者数
死因 死者（人） 割合（％）

圧死 92 41.4

窒息・呼吸不全 49 22.1

低体温症・凍死 32 14.4

外傷性ショック等 28 12.6

焼死 3 1.4

その他 6 2.7

不明 12 5.4

全体 222

• 地震による死者のうち警察が検視した災害関
連死と思われる人を除いた222人の年代や死因

• 直接死の大半は建物倒壊による

• 低体温症・凍死は必ずしも建物倒壊によると
は言い切れないが，建物倒壊で助けられな
かった方がいたと推定される．

• 年代別では圧倒的に高齢者が多い
警察庁調べ：読売新聞オンライン（2024/01/31）に加筆

年代 死者
(人)

割合
(%)

死者
(人)

割合
(%)

能登地方の人
口割合(%)

90歳代 24 10.8 149 67.1 4.1 51.8

80歳代 47 21.2 12.3

70歳代 56 25.2 20.0

60歳代 22 9.9 15.4

30-50歳代 55 24.8 55 24.8 30.4 30.4

20歳代 6 2.7 18 8.1 5.3 17.9

10歳代 8 3.6 7.6

10歳未満 4 1.8 5.0



石川県の木造建築物の耐震化率
都道府県名 市町村名 耐震化率（1981年以降の新

耐震基準で建てられた木造
建築の割合）

現状値 時点

石川県 珠洲市 51％ H30年

石川県 輪島市 46.1％ R4年度末

石川県 穴水町 48％ R1年度

石川県 金沢市 88.9％ R2年度末

神奈川県 藤沢市 91.2% R5年度

震源付近の市町は全国的にも建物の耐
震化率が全国でも最低の地域であり，
かつ高齢者の割合が大変高かった．す
なわち，災害に対する脆弱性が極めて
高かったと言える．



もし輪島朝市の火事が辻堂で起こったら

輪島朝市の火事による焼失
焼損棟数：約200棟
焼失面積：50,800㎡～225m四方
出火原因：電気火災とされている≈

辻堂駅前の商店街が消えてなくなる

参考：糸魚川大規模火災（2016年12月）
焼損棟数：147棟（全焼120棟，半焼5棟）
焼失面積：約40,000㎡



①高速道路 1 路線 2 区間で南向き通行止め 
 ○能越道（のと三井 IC～穴水 IC）【2 区間】北向き通行可、南向き通行止め 

②補助国道 40 区間通行止めのうち 29 区間（約 7 割）復旧 
3 路線 11 区間で通行止め 
○国道 249 号（石川県珠洲市仁江町）土砂崩れ 
○国道 249 号（石川県珠洲市若山町）法面崩壊 
○国道 249 号（石川県珠洲市大谷町）トンネル損傷 
○国道 249 号（石川県輪島市名舟町）土砂崩れ 
○国道 249 号（石川県輪島市門前町西円山）法面崩壊 
○国道 249 号（石川県輪島市大野町）法面崩壊 
○国道 249 号（石川県輪島市町野町大川）法面崩壊 
○国道 249 号（石川県輪島市久手川町）道路段差 
○国道 359 号（石川県金沢市宮野町）土砂崩れ 
○国道 359 号（富山県小矢部市五郎丸）道路損壊 
○国道 471 号（富山県富山市八尾町栃折）路面沈下 

③都道府県道等 3 県 145 区間通行止めのうち 98 区間（約 7 割）復旧 
現在 47 区間で通行止め 
○石川県 42 区間 
○新潟県 1 区間 
○富山県 4 区間 

1-5 令和６年度能登半島地震について（インフラ① 道路）

※非常災害対策本部資料（令和６年２月16日14時00分現在）から佐藤抜粋 大正大学佐藤研究員提供資料



1-6 令和６年度能登半島地震について（インフラ② 水道）

約7,740戸

約4,700戸

※ほぼ全域

約3,130戸

約660戸

約5,500戸

約550戸

約230戸

断水の状況（石川県第95報（2/21、14時）から佐藤作成

（1/13解消）

（1/8解消）

（1/7解消）

（1/10解消）

（2/2解消）

（1/14解消）

（1/10解消）

（1/2解消）
（1/2解消）

（断水なし）（断水なし）

（断水なし）

震度５強以上を観測した被災
４県（石川県、新潟県富山県、
岐阜県）のうち、断水が解消
していなのは石川県のみ

断水計：約22,510戸

大正大学佐藤研究員提供資料



1-7 令和６年度能登半島地震について（インフラ③ 電気）

北陸電力送配電ＨＰから佐藤作成
https://www.rikuden.co.jp/nw/teiden/f1/now/otj040_17.html

■地震直後には、
約40,000戸が停電
現在は約1,500戸が停電

■完全復旧には、
数週間から2か月ほど
を要する見込み

大正大学佐藤研究員提供資料



2-1 令和６年度能登半島地震について【新手法① - 避難所１】

■住まいの再建までの行程表（石川県）

国内初！

※石川県ＨＰから
大正大学佐藤研究員提供資料



■ 「1.5次避難」・・・ 恐らくは石川県が今回発明した概念

※令和6年1月8日石川県記者発表資料から

2-2 令和６年度能登半島地震について【新手法① - 避難所２】

大正大学佐藤研究員提供資料



■ 「1.5次避難」 ⇒ 「2次避難」 ※どちらも県が開設

※令和6年1月8日石川県記者発表資料から

2-3 令和６年度能登半島地震について【新手法① - 避難所３】

大正大学佐藤研究員提供資料



（鍵屋一，2025，震災対策技術展セミナー資料）



災害関連死の事例（熊本地震の場合）

年齢 人数 割合

0-9 2 1.0% 1.5%

10代 1 0.5%

20代 0 0.0%

30代 4 2.0% 20.8

40代 1 0.5%

50代 9 4.6%

60代 27 13.7%

70代 41 20.8% 77.6

80代 70 35.5%

90代 39 19.8%

100～ 3 1.5%

197

死亡時の年代 原因区分別（複数選択）

死因分類

 死亡時の年代では高齢者
が全体の約8割を占めてい
る

 原因別では地震のショッ
ク等と避難所生活の負担
によるものが7割近くであ
る．複数選択可なので自
宅で亡くなられた方もい
ると考えられるが避難所
生活と地震のショックが
重なっている場合も多い
と考えられる

 死因分類では呼吸器系疾
患と循環器系の疾患が多
い

 高齢者や疾患を持つ人な
ど災害弱者に被害が集中
することがわかる



発災後トイレに行きたくなった時間（熊本）

3時間以内
39%

6時間以内
34%

9時間以内
13%

12時間以内
6% それ以上

8%

6時間以内までに73%がトイレに行きたくなっている
つまりトイレは水・食事以上に待ったなし！

大正大学岡山朋子先生提供資料



しかし停電すると
• 水ポンプも稼働しないので断水
• 下水処理場、し尿処理施設、浄化槽も停止

• 長時間停電すると、水道水も止まり、トイレの水（1日1人60～70ℓ）も流せなくなる
• 夜間も真っ暗、携帯も通じない＝通信手段ダウン

つまり、停電と断水はもれなくセットで起こる

水洗トイレは使えなくなる

そして起こるトイレパニック
• 最初の避難場所が近くの小学校だったので、そこで使いました。地震直後から、水は断
水していたので、初めは水も流れず、溜まっていく一方でした

• ○○出張所のトイレ使用。オマルのようなトイレに砂のようなものをかけ、次々に大便
をした。あまりにひどいので小学校に移動した

• 流す水がなかったのでみんな用を足しそのままだった
熊本地震における被災者アンケートより

大正大学岡山朋子先生提供資料



仮設トイレの問題：すぐにこない
（東日本大震災）

1日
14%

2日
14%

3日
7%

4日
7%

5日
4%

6日
3%

7日
3%

8日
3%

9日
3%

10～14日
21%

15～30日
7%

1ヶ月以

上

14%

• 発災後から3日以内と回答した自
治体は10件で全体の3分の1

• 充足するまでに時間がかかる
• 4～7日という回答が5自治体、8日
から14日が8自治体

• 1ヵ月以上要した自治体も4
• 道路を啓開する時間を要したこと、
また、道路啓開してもすぐに仮設
トイレが届かなかった状況が推察
される



災害トイレ
仮設トイレの諸問題

• 仮設トイレは女性にとって、汚い・臭い・暗い・
危険の４K

• 熊本でも仮設トイレを使用したがらない女性が、
エコノミークラス症候群になってしまう事例多発

• 仮設トイレしかない避難所の状況は、女性にとっ
ては最低限の健康と尊厳が守られていない状況

• 避難所の暮らしにくさ・ストレス＝災害関連死リ
スク

• 段差があって登れない
• 和式が多い
• 男女別でないことが多い

男女別になっていても女性の
基数が少ない（宇和島市）

最近は洋式の仮設トイレ
もある。しかし、和式を
改造しているのでペー
パーが背中側にある

スフィア基準
女性用：男性用＝３：１

大正大学岡山朋子先生提供資料



H避難所（輪島市）
• 上下水道不可
• 発災当初、地域の避難者が来てトイレ使用
• 1階は入口からしばらく悪臭
• とりあえず避難者、行政職員などがお玉で汚物
を掻き出す

• 当初は手洗い水もないため学校の薬品などでハ
イター作った

• 職員トイレにラップ型簡易トイレ、プールの水
を流した

• 大阪府堺市が対口支援、トイレカーの水汲みも
トイレ掃除も

• 1/5過ぎ、仮設トイレ２台、その後トレーラート
イレなど

• 汲み取りは2日に1回、掃除は1日3回
• 携帯トイレの使用なし、近所の人に分けている

トレーラートイレ

携帯トイレ使わず

ラップ型簡易トイレ

大正大学岡山朋子先生提供資料



考察：行政の災害トイレ対応
• 行政は必ず避難所に仮設トイレの設置を求められる
• しかし「仮設トイレ」「マンホールトイレ」は必ずしも（女
性）被災者にとって「使えるトイレ」ではないことに留意

• そこで避難所・自宅避難においては「仮設トイレ」「屋内の既
存トイレ（＝携帯トイレ）」の両方を使用できるよう備蓄促す

• 庁舎・事業所においても携帯トイレ備蓄

• 避難所が停電・断水している時は「携帯トイレ（備蓄必要）」
• 発電機とポンプで「既存トイレ」使用できると快適性向上
→仮設トイレ調達一本槍にならず簡易水道・簡易下水道設置を

• 市民にも自宅や事業所での携帯トイレの備えを促す

下水道が破断、下水処理場や
し尿処理場が壊れている時も

大正大学岡山朋子先生提供資料



災害備蓄として準備するもの（家庭）
• 避難所も同様だが、自分と家族のトイレは自分で確保
• １セット＝便器にかぶせる便袋（45～60リットルのビニール
袋）＋固化剤・ポリマーシート

• 市販の防災トイレ、緊急用簡易トイレ、レジャートイレのいず
れでも構わない

• 家族人数×７回×３日分＝備蓄必要数
→便袋集積・収集用ダンボール箱も備蓄
→生理用ナプキン、紙おむつ、尿パッド等も備蓄
→トイレットペーパー200m備蓄＝家族人数× ３日分

BCPを厳しく策定してある金融機関などでは、オフィス
にこれらを完璧に備蓄している（らしい）
→行政は、住民や事業所へ携帯トイレ備蓄を促して！

大正大学岡山朋子先生ご提供資料



行政は市民の命を守るためにどうする？
• 発災後24時間以内に、必ず便器やその周り、さらに公衆トイレ
の周り、その他の場所に大便がてんこ盛りになる

• この「トイレパニック」を未然回避することが肝要
• そのためには、最初の大便を避難所トイレの便器内に排泄させ
ないようにすることが重要

• その手段としての携帯・簡易トイレ

• 市民に携帯トイレの備蓄を促すだけでなく、実際に使ってみる
ことを促す（人は使ったことがないものは非常時に使えない）

• 簡易トイレは行政も訓練必要（ラップ型簡易トイレは特に）

大正大学岡山朋子先生提供資料



携帯・簡易トイレの留意すべき点
• 行政職員も含めて「大規模災害時の最初の排泄で使うトイレ」
という認識を持つこと

• 避難所での備蓄は当然だが枚数に限りはある
• 市民においても各世帯・事業所での備蓄を促す
• 避難所開設訓練：全てのトイレに大型ビニール袋を被せる訓練
• 防災訓練：実際に使って可燃ごみとして捨てる体験をする

• 行政は発災後２～３日目には衛生ごみ収集を開始（そのための
平時からの体制づくりを）

• 行政のBCPのためにも庁舎に備蓄を（大便は誰でもする）
大正大学岡山朋子先生ご提供資料



1-4 令和６年度能登半島地震について（石川県内の住家被害）
■半島北部の６市町に被害が集中 ※南部でも液状化で多数の被害

（輪島市、珠洲市、穴水町、志賀町、能登町、七尾市）

※石川県第95報（2/21、14時）から佐藤作成

14484
13790

10437

6123 5768
4984

3993
2734 2543 1948 1619 1516 1513 1360 1077 982

264 34 18

住家被害棟数（市町の並び順は被害が多い順）

6市町では、
①人的・建物被害の集中のほか、
②インフラ4点セット（道路、水道、
電気、通信）の途絶
という厳しい現実に直面している

大正大学佐藤研究員提供資料



平成25年6月21日法律第54号

罹災証明と被災者台帳が法的に位置付けられる

30
（林春男，大正大学2023年度第一回防災セミナー発表資料）



仮設住宅
（復興支援室）

復興基金
（復興支援室）

保育料減免
（福祉）

介護保険
減免

(福祉）

国民健康
保険減免

(福祉)

人 家 被害

被災者台帳による生活再建業務：
さまざまな部局で同時並行的に実施される業務

義援金配分
(福祉)

生活再建
支援金

（復興支援室）

固定資産
税減免
（税務）

建物被害
再調査

応急修理
（建設）

公費解体
（環境）

り災証明書
発行
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内閣府資料



建物被害認定調査における５つの課題
１．調査棟数の増大

– どこの建物に被害が発
生しているのか不明

２．時間の制約
– 早く調査結果を

３．調査資源制約
– 調査員が足りない
– 大量の調査員を受け入
れられない

４．公平性の確保
– 隣の家の被害とうちの
被害の違い

– 隣の自治体とうちの自
治体の違い

– 調査員による違い

５．納得性の確保
– 誰が調査しても同じ結
果になる（被災者、大
工、自治体調査員）

– 外観のみの調査
33
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■ 住家被害認定調査の迅速化（輪島市）

① 一括全壊判定
エリア内の住家がすべて「全壊」であると認定できる合理的な根拠がある場合に

当該エリア内の戸別調査を省略して一括して認定する手法。
過去には、西日本豪雨の倉敷市真備地区の堤防決壊による浸水エリアなどで

適用した事例あり。
→ 今回は、輪島市門前地区の火災で全焼したエリアに適用。約240棟

② 被災建築物応急危険度判定結果の活用
・応急危険度判定結果（一見して危険）を用いて、住家被害認定調査を省略して
「全壊」判定を実施

・石川県と同じ被災者生活再建支援システムを導入済みの東京都（輪島市の対口
支援団体）が都内自治体職員を集めて、東京都庁内でリモート判定を実施

→ 2,251件中の764件を全壊認定(1/27～29)

2-5 令和６年度能登半島地震について【新手法② - 輪島市】

※佐藤撮影

大正大学佐藤研究員提供資料



■ 住家被害認定調査の迅速化（珠洲市）

◆ドローン等を活用した遠隔判定
・調査員の派遣が困難な山間部や海岸部でドローンと360度カメラで撮影
・対口団体（熊本市）や委託事業者が被災者生活再建支援システムを用いて
遠隔判定を実施

2-6 令和６年度能登半島地震について【新手法③ - 珠洲市】

国内初！

佐藤は技術の
検証と研修指
導を支援

大正大学佐藤研究員提供資料



罹災証明書の発行窓口のマネジメント

2007年中越沖地震 柏崎市（集中発行会場）
36（林春男，大正大学2023年度第一回防災セミナー発表資料）



罹災証明申請書と調査済証と本人確認

37
（林春男，大正大学2023年度第一回防災セミナー発表資料）



38

罹災証明発行業務の重大さの認識広まる

避難所運営

罹災証明事務

（林春男，大正大学2023年度第一回防災セミナー発表資料）



被災者台帳のメリットは何か

• 窓口に来ない被災者も把握できる
→一人の取り残しのない生活再建

• 生活再建完了までの多様な業務を一元管理できる
→ヌケ・モレ・オチのない生活再建

（集計・分析・可視化）
→制度変更に柔軟に対応できる生活再建

39
（林春男，大正大学2023年度第一回防災セミナー発表資料）



まとめ
• 令和６年能登半島地震（M7.6）は東西圧縮場にある日本列島で発生し，能
登半島の広域で震度６弱以上，最大震度７となり大きな被害が発生した．

• 死者は直接死221名，災害関連死280名以上となった．直接死も関連死も高
齢者が多く，その原因はそれぞれ家屋の倒壊と，避難所暮らしによる生活
環境の悪化が主たる要因である．

• インフラの途絶も深刻で，とりわけ半島地形による道路啓開の遅れによる
復旧の遅れが深刻であった．

• 一次避難所の悪環境のための関連死を防ぐため，1.5次避難所をはじめて
設定した．

• 避難所の悪環境の一つにトイレの問題がある．特に発災後の短時間で平常
時のトイレを閉鎖して，携帯トイレや仮設トイレを使用できるようにする
ことが重要である．

• 住家被害も甚大であった．このため，対口支援などで多くの他府県等から
支援が入り，罹災証明発行や被災者台帳の整備の支援が行われた．
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